
　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

　
　
　
　
　
　

 

―
批
判
に
耐
え
切
れ
ず
な
し
崩
し
見
直
し

　

二
〇
〇
八
年
四
月
に
発
足
し
た
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
は
、
発
足
の
前
後
か

ら
市
民
と
り
わ
け
被
保
険
者
か
ら
の
強
い
批
判
に
さ
ら
さ
れ
、
政
府
与
党
は
そ

の
見
直
し
を
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。

　

最
初
の
見
直
し
は
制
度
発
足
を
五
ヵ
月
後
に
控
え
た
二
〇
〇
七
年
一
〇
月
に

①
七
〇
〜
七
四
歳
の
自
己
負
担
引
き
上
げ
の
一
年
間
凍
結
②
被
用
者
保
険
被
扶

養
者
保
険
料
負
担
の
軽
減
で
あ
っ
た
が
、
制
度
発
足
直
前
の
シ
ス
テ
ム
変
更
に

よ
り
事
務
は
混
乱
し
た
。

　

二
度
目
の
見
直
し
は
二
〇
〇
八
年
六
月
、
発
足
直
後
の
激
し
い
反
発
に
対
し

て
①
保
険
料
の
経
過
的
負
担
軽
減
②
保
険
料
年
金
天
引
き
の
条
件
付
普
通
徴
収

選
択
③
終
末
期
相
談
支
援
料
の
見
直
し
な
ど
を
発
表
し
た
。

　

三
度
目
の
見
直
し
は
二
〇
〇
八
年
九
月
に
①
二
〇
〇
七
年
一
〇
月
見
直
し
事

項
の
期
間
延
長
②
七
五
歳
到
達
月
の
自
己
負
担
限
度
額
特
例
創
設
③
被
保
険
者

所
得
判
定
見
直
し
な
ど
を
発
表
し
た
。

　

そ
れ
で
も
お
さ
ま
ら
な
い
批
判
に
加
え
厚
生
労
働
大
臣
が
「
私
案
」
を
公
表

す
る
な
ど
の
動
き
に
対
し
、
二
〇
〇
八
年
一
一
月
に
四
度
目
の
見
直
し
①
保
険

料
の
口
座
振
替
選
択
の
拡
張
②
保
険
料
軽
減
対
策
の
拡
張
を
発
表
し
た
。

高
齢
者
医
療
制
度
、
検
討
会
・
与
党
の
見
直
し
方
向
出
る

高
齢
者
医
療
制
度
、
検
討
会
・
与
党
の
見
直
し
方
向
出
る

現
実
的
に
問
題
を
解
決
す
る
真
の
再
検
討
を

現
実
的
に
問
題
を
解
決
す
る
真
の
再
検
討
を

　

見
る
と
お
り
約
一
年
に
四
回
も
の
見
直
し
が
行
わ
れ
て
お
り
、
政
府
・
与
党

と
し
て
は
典
型
的
な
逐
次
投
入
で
拙
劣
な
戦
術
対
応
だ
が
、
市
民
側
か
ら
み
れ

ば
制
度
を
批
判
す
る
運
動
の
反
映
・
成
果
で
も
あ
っ
た
。

　

大
臣
・
検
討
会
に
よ
る
見
直
し

―
注
目
す
べ
き
論
点
も

　

批
判
運
動
に
押
さ
れ
て
な
し
崩
し
に
実
施
し
た
前
記
の
実
務
的
制
度
手
直
し

に
加
え
て
、
厚
生
労
働
大
臣
は
自
ら
法
制
度
の
大
き
な
枠
組
み
変
更
を
伴
う

「
私
案
」
を
公
表
し
、
二
〇
〇
八
年

九
月
省
内
に
設
置
し
た
「
高
齢
者
医

療
制
度
に
関
す
る
検
討
会
＝
座
長
塩

川
元
財
務
相
」
に
検
討
を
要
請
し
た
。

厚
生
労
働
大
臣
の
思
惑
は
と
も
か
く

議
事
録
に
よ
れ
ば
こ
の
委
員
会
で
は

良
心
的
委
員
に
よ
り
か
な
り
自
由
な

討
論
が
交
わ
さ
れ
、
現
行
制
度
に
と

ら
わ
れ
な
い
注
目
す
べ
き
論
（
注
）

点
・
試

算
も
提
供
さ
れ
て
い
る
。
二
〇
〇
九

年
三
月
「
高
齢
者
医
療
制
度
の
見
直

し
に
関
す
る
議
論
の
整
理
」
と
い
う

塩川検討会と与党ＰＴ報告の概要

高齢者医療制度に関する検討会報告

2009年３月17日

与党プロジェクト報告

2009年４月３日

☆10年の議論で作った制度、元に戻すと混乱、高齢者の
心情・全世代の納得を得るべく現行の枠内で見直し

☆名称：｢後期高齢者｣｢終末期相談支援料｣などの見直し

☆法律の目的を｢医療費適正化｣から｢医療の確保｣へ

☆名称：「後期高齢者」「終末期相談支援料」などの見

直し

※年齢区分と制度建て方

　・区分なし、全年齢で財政調整
　・65歳で区分
　・75歳以上でも被用者保険に残す
　☆一元化は困難

＊年齢区分と制度建て方

　65歳区分など、財源確保・費用負担・国保との運営
一元化を含めた抜本見直し
☆被用者保険被保険者を残す
＊被用者保険被扶養者の扱いは年末までに結論

※財源在り方

　・国保と被用者を分け、被用者内は応能負担に
　・前期高齢者への公費投入は、多額であること・国
保負担が軽減されないことを考慮し議論を

財源在り方

＊前期高齢者医療への公費投入
＊長寿医療制度への公費の追加投入
☆健保組合拠出金分担方法見直し、財政支援の拡大

※運営主体

　・広域連合の機能強化
　・都道府県を主体とすべく環境整備を
　・国保の運営主体の検討を
　　＋都道府県が国保と後期高齢を一体運営
　　＋二次医療圏単位で市町村が
　　＋市町村のまま財政共同化・調整交付金・再保険を

＊運営主体

　広域連合への都道府県関与強化、国保と併せて運営
主体あり方を検討

※保険料

　・公平負担は歓迎、現行で
　・将来均等割りの廃止を
　・賦課限度額上限見直し
　・社会保険料控除の周知を
　・資格証明書発行は慎重に

保険料

☆均等割り8.5割軽減の継続
＊均等割り９割・所得割５割軽減は23年度まで継続
＊失業者に係わる国保・後期高齢の保険料軽減に対し
国庫補助
＊年金からの保険料支払いでも世帯税負担が増えない
税制上の措置
☆口座振替選択制の周知、年金額18万円未満も年金か
らの支払いを可能に
☆資格証明書発行は機械的にしない

☆医療サービス

　・高齢者担当医・訪問医療・入院病院確保・退院困
難者支援・医療介護連携

　・勤務医勤務環境改善
　・救急など医療提供体制充実を支える診療報酬見直し
　※75歳以上に限定された診療報酬は見直し
　※75歳以上の健康診査を実施義務に

医療サービス

☆医療サービス提供・療養環境確保・介護連携・生活
支援サービス充実
☆75歳以上に限定された診療報酬は名称を含めて見直し
☆75歳以上の健康診査を実施義務に

※ 窓口負担 ：65歳までを２割に、65歳以上を１割に

（権丈委員提言）

＊窓口負担

　前期高齢者の窓口負担：凍結している「70～74歳の
２割への引き上げ」の将来扱いを年末までに結論、
併せて65～69歳の負担あり方も検討　自己負担限度
額引き下げ検討

まとめ

☆医療費負担・財政調整を含む高齢者医療制度の仕組
みを国民に周知
☆当事者である高齢者の意見を聞く場を設置
☆現役世代を含む納得・共感を得る努力

（項目の順番は左欄にあわせて入れかえた）

☆：まとまった言い切り　※：複数の論紹介　＊：今後の検討　を示す
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報
告
を
出
し
て
終
了
し
た
。
報
告
は
か
な
り
の
項
目
に
つ
い
て
複
数
の
論
を
併

記
し
て
い
る
が
、
書
か
れ
て
い
な
い
選
択
肢
を
含
め
て
判
断
す
る
の
は
政
治
で

あ
り
、
政
治
を
決
め
る
の
は
主
権
者
た
る
市
民
で
あ
る
。

　

与
党
は
大
臣
私
案
を
無
視
、
現
行
制
度
内
の
見
直
し

　
　
　
　
　

 
 

―
選
挙
目
当
て
で
中
期
的
見
直
し
に
も
言
及

　

与
党
は
早
く
か
ら
現
行
制
度
内
の
見
直
し
を
主
張
し
、
二
〇
〇
八
年
一
一

月
に
は
厚
生
労
働
大
臣
私
案
と
塩
川
検
討
会
に
と
ら
わ
れ
な
い
こ
と
を
宣
言
、

二
〇
〇
九
年
四
月
に
「
高
齢
者
医
療
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
基
本
的
考
え

方
」
を
公
表
し
た
。
こ
れ
は
法
定
の
五
年
後
の
制
度
見
直
し
を
前
倒
し
し
た
位

置
づ
け
で
、
現
行
制
度
の
枠
組
み
を
維
持
し
つ
つ
、
反
発
の
強
か
っ
た
制
度
名

称
を
変
更
す
る
な
ど
ご
く
限
ら
れ
た
見
直
し
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
、
「
考
え

方
」
に
は
選
挙
目
当
て
と
思
わ
れ
る
が
塩
川
委
員
会
で
提
起
さ
れ
た
論
点
の
い

く
つ
か
が
将
来
の
検
討
課
題
と
し
て
書
き
込
ま
れ
て
い
る
。

　

待
た
れ
る
「
現
実
的
で
問
題
解
決
に
つ
な
が
る
見
直
し
」

　

野
党
は
世
論
の
後
押
し
に
支
え
ら
れ
て
「
高
齢
者
医
療
確
保
法
＝
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
の
基
礎
法
」
の
廃
止
法
（
老
人
保
健
法
の
復
活
）
を
提
案
し
、
参

議
院
で
可
決
、
衆
議
院
で
審
議
中
と
な
っ
て
い
る
。

　

そ
れ
自
体
は
運
動
の
反
映
と
し
て
歓
迎
で
き
る
が
、
他
方
将
来
に
わ
た
っ
て

老
人
保
健
法
の
復
活
で
済
む
わ
け
で
は
な
い
。

　

長
い
経
過
と
多
く
の
関
係
者
が
い
る
医
療
保
険
制
度
を
改
革
す
る
た
め
に
は
、

つ
ま
る
と
こ
ろ
負
担
と
給
付
の
問
題
に
つ
い
て
関
係
者
が
相
互
理
解
の
も
と
一

定
の
譲
歩
を
し
あ
い
、
現
実
的
で
か
つ
問
題
解
決
に
つ
な
が
る
見
直
し
を
進
め

る
し
か
な
い
。

　

今
回
焦
点
に
な
っ
て
い
る
の
は
高
齢
者
医
療
制
度
で
あ
る
が
、
陰
の
主
役
は

国
民
皆
保
険
の
土
台
＝
国
民
健
康
保
険
制
度
で
あ
り
、
こ
れ
と
一
体
の
検
討
が

進
む
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　

核
兵
器
廃
絶
一
千
万
人
署
名

―
五
月
か
ら
ス
タ
ー
ト

―

　

連
合
・
原
水
禁
・
核
禁
会
議
の
三
団
体
は
二
〇
一
〇
年
核
拡
散
防
止
条
約
再

検
討
会
議
に
向
け
た
取
り
組
み
開
始
を
申
し
合
わ
せ
た
。

　

「
地
方
議
会
で
の
意
見
書
・
決
議
採
択
の
要
請
」
、
「
二
〇
一
〇
年
四
月
〜

五
月
の
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
で
の
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検
討
会
議
に
む
け
た
現
地
行
動
」
と
あ

わ
せ
て
「
核
兵
器
廃
絶
一
千
万
人
署
名
」
が
取
り
組
み
の
中
心
に
な
る
。

　

退
職
者
連
合
は
連
合
の
呼
び
か
け
に
応
え
賛
同
団
体
と
し
て
署
名
に
取
り
組

む
こ
と
を
決
定
し
た
。

　

署
名
は
今
年
の
五
月
か
ら
来
年
二
月
ま
で
の
一
〇
ヵ
月
間
展
開
し
、
集
約
結

果
を
日
本
政
府
に
四
月
、
国
連
に
五
月
に
提
出
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

各
国
の
政
府
が
ど
の
よ
う
な
政
策
を
持
っ
て
い
る
と
き
で
も
私
た
ち
は
人
類

の
責
務
と
し
て
核

兵
器
の
廃
絶
を
求

め
続
け
る
が
、
オ

バ
マ
米
大
統
領
が

一
定
の
制
約
の
下

と
は
い
え
、
核
兵

器
を
使
用
し
た
国

の
責
任
に
た
ち
核

兵
器
を
無
く
す
た

め
の
国
際
協
議
を

呼
び
か
け
る
と
い

う
状
況
が
う
ま
れ

た
。
こ
の
流
れ
を

と
ど
め
る
こ
と
な

く
進
め
る
た
め
に

も
前
回
を
上
廻
る

る
署
名
数
で
私
た

ち
の
意
志
を
示
す

こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

　

「
雇
用
と
就
労
・
自
立
支
援
の
た
め
の
カ
ン
パ
」
活
動
開
始

　

連
合
は
四
月
か
ら
六
月
を
集
中
期
間
と
し
て
「
雇
用
と
就
労
・
自
立
支
援
の

た
め
の
カ
ン
パ
活
動
」
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

退
職
者
連
合
も
こ
れ
に
呼
応
し
て
構
成
組
織
に
協
力
を
要
請
し
た
。

　

連
合
は
こ
の
間
の
異
常
な
経
済
状
況
に
よ
る
雇
用
と
生
活
の
危
機
を
克
服
す

る
た
め
に
、
政
府
に
対
し
て
実
効
性
の
あ
る
施
策
を
速
や
か
に
実
施
す
る
よ
う

要
求
し
て
い
る
。
し
か
し
、
政
府
の
対
応
の
鈍
さ
か
ら
ま
さ
に
今
困
っ
て
い
る

人
々
へ
の
緊
急
支
援
が
必
要
で
あ
り
、
政
策
制
度
の
補
完
と
し
て
連
合
自
体
に

よ
る
カ
ン
パ
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

カ
ン
パ
金
は
「
住
宅
確
保
を
含
む
失
業
者
に
対
す
る
相
談
活
動
」
「
外
国
人

労
働
者
に
対
す
る
支
援
・
相
談
活
動
」
「
ひ
と
り
親
家
庭
を
対
象
と
す
る
就

労
・
支
援
活
動
」
な
ど
の
事
業
を
行
う
団
体
に
対
し
て
、
外
部
委
員
を
含
む
審

査
委
員
会
の
検
討
を
経
て
配
分
さ
れ
る
。
審
査
結
果
は
連
合
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
公
開
す
る
な
ど
透
明
な
処
理
が
行
わ
れ
る
。

　

カ
ン
パ
の
方
法
と
し
て
退
職
者
連
合
は
次
の
い
ず
れ
か
の
口
座
に
会
員
各
人

が
振
り
込
む
方
法
を
提
起
し
て
い
る
が
、
具
体
的
に
は
地
公
退
の
各
組
織
が
決

め
る
こ
と
に
な
る
。

　

地
公
退
各
組
織
は
こ
れ
ま
で
カ
ン
パ
活
動
に
取
り
組
ん
だ
経
験
が
少
な
く
実

務
的
に
は
難
し
さ
が
あ
る
が
、
可
能
な
限
り
成
果
が
出
る
よ
う
努
力
し
あ
い
た

い
。

＊
中
央
労
働
金
庫
本
店(

番
号
２
８
１)

　

普
通
預
金

：

口
座
番
号
２
８
２
２
９
６
２

　

名　
　

義

：

雇
用
と
就
労
自
立
支
援
カ
ン
パ

　
　
　
　
　

（
振
込
み
時
の
入
力
は
「
ト
ブ
タ
カ
ン
パ
」
の
み
で
可
）

　

全
国
の
労
働
金
庫
窓
口
に
振
込
用
紙
が
あ
り
、
そ
こ
か
ら
の
振
込
み
は
手
数

料
不
要
。

＊
郵
便
振
込

　

口
座
番
号

：

０
０
１
０
０

－

９

－

２
８
２
５
１
６

　

加
入
者
名

：

日
本
労
働
組
合
総
連
合
会

　

通 

信 

欄

：

雇
用
と
就
労
自
立
支
援
カ
ン
パ

　

連
合
が
作
成
し
た
チ
ラ
シ
に
刷
り
込
ま
れ
て
い
る
払
込
取
扱
票
を
用
い
れ
ば

口
座
番
号
と
加
入
者
名
が
既
記
入
、
手
数
料
不
要
。

2005年５月ニューヨークデモ

目的：組合健保の保険料率は最高9.62％、最低3.12％である（2007年度） 。65歳以上の高齢

者にかかる医療費の財政調整部分だけでも被用者保険に応能負担原則を導入すること

により、組合健保の解散を回避し、組合健保のメリットをより多くの国民に享受して

もらう。とともに、ドイツ被用者保険の医療保険料率は14.6％、フランス13.85％であ

り、日本の今後の医療保険料率引き上げをスムーズに行うことのできるように、負担

力の弱い層に過重な負担が及ばない準備をしておく。 

高齢者医療制度に要する費用は、国保と被用者保険

の間では均等割りで分け、被用者保険負担分は総報

酬で割って応能負担の保険料率を算定

（被用者保険では保険料率3.3％が高齢者医療制度用

となる―ただし75歳以上への公費５割負担は継続）

高齢者医療制度

自己負担１割
（追加的に消費税
0.3％で実現）

65歳（年金受給開始年齢）

「高齢者医療制度に関する検討会」への権丈善一委員提出資料

国保
（県単位―広域連
 合の利用も視野）

・被用者保険の65歳以上被扶養者に係る割増保険料率を設ける

　協会健保 1.0％　組合健保 0.7％

自己負担２割
（追加的に消費税
0.7％で実現）

被用者保険

 

 

(注)委員提案の例　


